《介護休業規程》

第１章　総　　則

（目的）

第１条１ この規程は、就業規則第21条に基づき、従業員の介護休業等に関する事項を

        定めたものである。

      ２ この規程に定めのない事項については、育児・介護休業法その他の法令の定める

        ところによる。

（介護の定義）

第２条　この規程での介護とは、傷病のため、本人自らは身の回りのことをできない者を、

　　　　次の該当する行為により介護する場合をいう。

　　　　①入・退院のための手続、付き添い等の手配、身の回りの世話

　　　　②通院介助

　　　　③リハビリ介助

　　　　④家庭での身の回りの世話、医療・療養上の世話

　　　　⑤その他特に介護が必要な場合

（要介護者）

第３条　要介護者の範囲は次に掲げる家族であって、負傷、疾病または心身の障害により

　　　　２週間以上にわたり常時介護を必要とする者をいう。

　　　　①配偶者（事実上婚姻の関係にある者を含む。以下同じ）

　　　　②本人の父母

　　　　③子

　　　　④配偶者の父母

　　　　⑤同居しかつ扶養する祖父母、兄弟姉妹、孫

（介護休業の対象者）

第４条１　介護のために休業することを希望する次の各号の要件を満たす従業員は、この

　　　　規程に定めるところにより介護休業をすることができる。

　　　　①勤続1年以上の者

　　　　②介護を要する者が同居する配偶者および他の親族で、当該従業員の他には常態

　　　　　としてその者を介護できる人がいない者

　　　　③介護休業終了後、引き続き勤務の意志がある者

　　　２　前項の定めにかかわらず、次の従業員は介護休業をすることが出来ない。

　　　　①日々雇用される者および期間を定めて雇用される者

　　　　②会社と従業員の過半数を代表する者との間で締結された介護休業に関する協定

          により、介護休業することができないとされた次の従業員

　　　　　イ　勤続1年に満たない者

　　　　　ロ　３カ月以内に雇用関係が終了することが明らかな者

　　　　　ハ　1週間の所定労働日数が2日以下の者

（介護休業の期間等）

第５条　介護休業の期間は、次のとおりとする。

　　　　①介護休業の期間は、原則として3カ月を限度として、従業員本人の申し出た

　　　　　期間で原則として連続とする。

　　　　②介護休業は、原則として本人の申し出た期間が終了する日を持って終了する。

　　　　　ただし、対象家族の治癒・死亡等により、介護の必要がなくなった場合には、

　　　　　介護休業は終了する。

　　　　③休業の回数は、要介護者１人につき１回とする。

（介護休業の期間の変更）

第６条　やむを得ない事由がある場合には、あらかじめ申し出た介護休業期間が終了する

　　　　1カ月前までに申し出て、会社が認めた場合には、期間を延長または短縮するこ

　　　　ととする。

第２章　介護休業の手続等

（介護休業の申出の手続）

第７条　介護休業の申出の手続は、次による。

　　　　①介護休業を希望する者は、原則として介護休業を開始しようとする日（以下

　　　　　「休業開始予定日」という。）の２週間前までに所定の申込用紙に記入して会社

　　　　　に提出することにより、申し出るものとする。

　　　　②緊急の場合は、その情状によりその都度決定する。

　　　　③第１号の「申出の手続」には、原則として医師の診断書を添付しなければ

　　　　　ならない。

（介護休業承認書）

第８条　会社は従業員から提出された申請書等を審査し、この規程で定めている条件を

　　　　満たしていると認めたときは、介護休業承認書を交付する。

（介護休業申出の撤回）

第９条１　介護休業は申し出た後休業開始予定日の前日までは、介護休業撤回届を提出し

　　　　て申出を撤回することができる。

　　　２　前項による申出の撤回の後は、同一対象家族について１回に限り再度申出を

　　　　することができる。

（介護休業終了予定日の変更）

第10条　休業終了予定日を変更したいときは、その2週間前までに申し出ることによって、

　　　　１回に限り同日よりも後の日（休業開始日から3カ月以内）に変更することが

　　　　できる。

（介護休業の終了）

第11条　次に掲げる事由が生じた場合は、休業を終了するものとする。

　　　　①休業終了予定日に達したとき

　　　　②休業終了予定日に達する前に産前産後休業期間または育児休業期間等が始まっ

　　　　　たとき

　　　　③対象家族が死亡したとき

　　　　④離婚、婚姻の解消、離縁等により親族関係が消滅したとき

　　　　⑤申し出た従業員が介護不能の状態になったとき

第3章　介護休業中の労働条件等

（給与の支払）

第12条１　介護休業期間中については毎月支払われる給与は支給しない。

　　　２　介護休業期間中は、原則として定期昇給を行わない。

（賞与の取扱）

第13条　介護休業期間中の賞与については、その算定対象期間に介護休業の期間が含まれ

　　　　る場合には、出勤日数により日割で計算した額を支給する。

（年次有給休暇の算定）

第14条　年次有給休暇の出勤率の算定に当たっては、介護休業期間中は出勤とみなして

　　　　算出する。

（社会保険の取扱）

第15条　社会保険の取扱は、次のとおりとする。

　　　　①労働保険、社会保険の被保険者資格は、休業期間中も継続するものとする。

　　　　②保険料の従業員負担分は、会社が立替え、復帰後清算徴収するものとする。

（復職の取扱）

第16条　介護休業が終了し、復職の場合の取扱は、次のとおりとする。

　　　　①復職後の職場および職務は、原則として休業直前の職場および職務とする。

　　　　②休業期間中は原則として定期昇給分は行わない。

（介護休業を取得しない者に対する措置）

第17条　第3条定める要介護者を介護する者が希望した場合は連続した３ヵ月を限度とし

　　　　て1日2時間を上限とし、会社が決定した時間、勤務を短縮する。

附　　則

この規程は平成　　年　　月　　日から実施する。
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